
（別紙１）

(単位：千円）

担当部局課名 メールアドレス

担当者氏名 交付対象経費総額

電話番号

「○」を選択した場合には、その策定時期（見込み）

⑵ ⑶① ⑶② ⑷ ⑽ ⑾ ⒀ ⒁

「その他」を選択した場合には、
①H26（補正）で計上できなかっ
た理由
②いつの予算で計上するのか
を記入

年 月 年 月 指標値
目標
年月

金額

合計： 44,259 H26（補正） 4,000

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○

0

0

健康福祉事
務所子育て
支援課

健康福祉事
務所子育て
支援課
教育委員会
学校教育課

産業建設部
農政課

産業建設部
農政課

2,105

該当なし

該当なし 0

01,500

6,749

・基本目標
由布市への農泊を目的
とした観光客数を増加
させてグリーンツーリ
ズムの振興を図る。
・その数値目標
平成31年度までの5年
間に農泊客数3,500人

該当なし

該当なし

農泊施設数
（ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ
会員数）：25
軒
農泊客数：500
人

H28.3

・基本目標
子育て支援サービスの
周知割合の増加を図
る。
・その数値目標
平成31年度までに100%

・基本目標
人材の育成により子育
て施策の拡大、充実を
図る。
・その数値目標
子育て家庭の満足度
子育て家庭が集う場所
の設置

・基本目標
新規就農者の育成・定
住、農業青年を組織化
し担い手として加入、
農業生産法人等の収益
拡大を図る。
・その数値目標
H31年度までの5年間
に、新規就農者10名

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

子育てサービ
スの認知度割
合：63.6％
（現在
54.5％）
子育て支援施
策に対する満
足度

H28.3

H28.3

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

総務部　財政課

備考

【都道府県のみ
回答】

内閣府から都道
府県に委託予定
のプロフェッ
ショナル人材セ
ンターとの連携
に関する検討状
況
※UIJターン助
成金のみ該当

事業
始期

事業
終期

交付対象事業に
要する費用

※基礎交付分
のみ

予算
区分

新規就農者支援メニュー
（農業大学就学補助等）を
拡大し、新規就農者の確
保、定住促進を推進する。
また、農業法人等の経営基
盤を強化し、新規品目の導
入等を推進する。更に新規
就農者や農業法人等の若い
世代で「農業青年ネット
ワーク」を構築し、情報の
共有や研修を行い、労働者
の資質の向上を目指す。

就農支援事業1 H28.3

新規就農対象
者：2名
ﾌｧｰﾏｰｽﾞｽｸｰﾙ参
加者：3名
ﾈｯﾄﾜｰｸの構築
新規品目：1法
人

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

H26（補正） 27 4 28 34,004

県立農大就学補助750千円
（授業料1/2）
ﾌｧｰﾏｰｽﾞｽｸｰﾙ等講師謝金681
千円
ｽｸｰﾙ研修生家賃補助600千
円嘱託職員2,430千円
各種啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ印刷300千
円
農業法人支援補助600千円
（試験品目1品10万円上
限）

うち26（補正）交付額

44,259             

都市と農村の交流
促進事業

由布市におけるグリーン
ツーリズムを推進させ、イ
ンバウンドを含めた観光振
興と農村の活性化を図る。
また、地区住民が一体と
なって農泊客を受け入れる
「由布市版農泊スタイル」
を確立して、都市と農村の
交流人口の増加を目指す。

嘱託職員2,857千円
農泊施設整備に伴う先進地
視察費586千円

⑴　交付限度額

⑸ ⑼⑻⑺⑹②

平成26年度　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施計画
【基礎交付分】

都道府県名

市町村名

都道府県・市町村コード（５桁）

施設整備費（補修を含む）を含
む場合は、その内容・金額

本事業における重要業績
評価指標（ＫＰＩ）

Ｎｏ
交付対象事業の名
称

事業の概要：目的

※本交付金の目的の趣旨に
沿ったものであることを記
入

事業の概要：交付金を充当
する経費内容

※1　全体の施策の一部に
本交付金を充当する場合
は、全体の事業についても
記入。

※2　個人等に対する給付
事業の場合は、その旨記入

【任意回答】

地方版総合戦略に盛り
込む予定の基本目標及
びその数値目標と本事
業との関係

効果検証の方法、時期
及び体制

メニュー例の各分野に該当し
ている場合はその番号（①地
方版総合戦略の策定のための
調査委託、②UIJターン助成、
③地域しごと支援事業等、④
創業支援・販路開拓、⑤観光
振興・対内直接投資、⑥多世
帯交流・多機能型ワンストッ
プ拠点（小さな拠点）、⑦少
子化対策（地域消費喚起等型
対応等を除く。）
※　複数可

まち・ひと・しごと
の創生に向けた政策
５原則との関係

①自立性
②将来性
③地域性
④直接性
⑤結果重視

担当
部課名

44213

由布市

大分県

44,259

44,259097-582-1111

4
おおいた子育て
ほっとクーポン活
用事業

子育てサービスの周知の促
進を図るために、サービス
利用クーポンを配布し、子
育て世帯の精神的・身体
的・経済的負担の軽減を図
るとともに、希望通り出
産・子育てができる社会経
済環境を実現する。

クーポン・プラス：27年度
中満1歳～6歳の誕生日をむ
かえる児童に1万円の券を
交付（約540人）金額5,400
千円（県補助率100%)
・クーポン：27年度中出生
した子どもに1万円の券を
交付（約300人）発券額
3,000千円（県補助率50%）
券の発行は県が行い、市の
子育てサービス（一時預か
り、インフルエンザ助成費
等）に利用し、換金した分
を県に請求。

⑿

平成27年度中での地方版総合戦略策定予定 ○

H27.10

H26（補正）

H26（補正）

H26（補正）

⑹①

328427

27 3 28 3

27 4 28 3

3 地域子育て支援づ
くり事業

様々なニーズに対応できる
スキルの高い子育て支援ボ
ランティアを養成し、登
録、運営の一元化を行い、
各種子育て施策の充実を図
る。また、新たに子育て家
庭が集う場所の設置に向け
た調査・研究や切れ目のな
い子育て施策として就学相
談等を充実させ、子育て家
庭が安心して暮らせるまち
づくりを目指す。

先進地視察研修124千円
ボランティア養成講座
4,426千円
就学相談員2,364千円

ボランティア
登録者数：30
人
子育て家庭の
満足度

2



（別紙１）

(単位：千円）

担当部局課名 メールアドレス

担当者氏名 交付対象経費総額

電話番号

「○」を選択した場合には、その策定時期（見込み）

⑵ ⑶① ⑶② ⑷ ⑽ ⑾ ⒀ ⒁

「その他」を選択した場合には、
①H26（補正）で計上できなかっ
た理由
②いつの予算で計上するのか
を記入

年 月 年 月 指標値
目標
年月

金額

総務部　財政課

備考

【都道府県のみ
回答】

内閣府から都道
府県に委託予定
のプロフェッ
ショナル人材セ
ンターとの連携
に関する検討状
況
※UIJターン助
成金のみ該当

事業
始期

事業
終期

交付対象事業に
要する費用

※基礎交付分
のみ

予算
区分

うち26（補正）交付額

44,259             

⑴　交付限度額

⑸ ⑼⑻⑺⑹②

平成26年度　地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施計画
【基礎交付分】

都道府県名

市町村名

都道府県・市町村コード（５桁）

施設整備費（補修を含む）を含
む場合は、その内容・金額

本事業における重要業績
評価指標（ＫＰＩ）

Ｎｏ
交付対象事業の名
称

事業の概要：目的

※本交付金の目的の趣旨に
沿ったものであることを記
入

事業の概要：交付金を充当
する経費内容

※1　全体の施策の一部に
本交付金を充当する場合
は、全体の事業についても
記入。

※2　個人等に対する給付
事業の場合は、その旨記入

【任意回答】

地方版総合戦略に盛り
込む予定の基本目標及
びその数値目標と本事
業との関係

効果検証の方法、時期
及び体制

メニュー例の各分野に該当し
ている場合はその番号（①地
方版総合戦略の策定のための
調査委託、②UIJターン助成、
③地域しごと支援事業等、④
創業支援・販路開拓、⑤観光
振興・対内直接投資、⑥多世
帯交流・多機能型ワンストッ
プ拠点（小さな拠点）、⑦少
子化対策（地域消費喚起等型
対応等を除く。）
※　複数可

まち・ひと・しごと
の創生に向けた政策
５原則との関係

①自立性
②将来性
③地域性
④直接性
⑤結果重視

担当
部課名

44213

由布市

大分県

44,259

44,259097-582-1111

⑿

平成27年度中での地方版総合戦略策定予定 ○

H27.10

⑹①

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ① ② ③ ④ ⑤

○ ー ー ー ー ー
28 3

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

該当なし 09 総合戦略策定事業
由布市人口ビジョン及び総
合戦略を策定する。

・総合戦略策定支援業務委
託料8,243千円
・策定委員会報酬等597千
円
・臨時職員賃金等1,699千
円

5,464 H26（補正） 27 3

総務部
総合政策課

8 企業立地促進事業
立地企業に対する補助を行
い企業誘致を図り雇用の創
出を図る。

設備投資額に対する補助金
【投資額の５％・上限1000
万円】
用地取得費に対する補助金
【取得費の５％・上限1000
万円】
新規雇用者に対する補助金
【１人当たり20万円・上限
1000万円】

11,413 H26（補正） 27 3 28 3
企業誘致によ
る新規雇用：
10人

H28.3
・基本目標
企業誘致を推進し、雇
用の創出を図る。

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

該当なし 0 総務部
総合政策課

28 3

総務部
総合政策課

市外移住者の
相談件数：20
人

定住者：10人

H28.3

・基本目標
由布市の魅力をPRし、
首都圏からの移住促進
を推進する。
・その数値目標
平成31年度までに100
人

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

旧市立幼稚園施
設の改修費 4,0007 UJIターン推進事

業

由布市には多くの魅力があ
るにも関わらず、生活環境
の利便性を求め都市部への
人口流出が課題となってい
る。
そこで、自然環境の豊かさ
など、魅力をPRし、東京圏
等からの移住促進を推進す
る。また、リフォーム費等
を助成し、移住、定住を促
進する。

移住促進のため移住コン
シェルジュの配置2,160千
円
拠点の整備 4,000千円
移住促進イベントの参加
342千円

リフォーム補助金
5,000千円
（上限1,000千円）
仲介手数料補助金700千円
（上限50千円）
家財処分費補助金
1,000千円
（上限100千円）

8,201 H26（補正） 27 3

環境商工観
光部商工観
光課

公共施設、飲食店の表示の
多言語化・市民のおもてな
し意識の向上・外国人観光
客向けの観光・体験メ
ニューを充実し、交流人口
の増加・地域産業の活性
化・地域のイメージアッ
プ・国際交流・親善などの
経済効果を図る。

インバウンド受入環境整備
事業委託
・訪日外国人対策事業
（多国語に対応でき、事業
の運営を管理する嘱託職
員）　2,160千円
・外国語版観光情報ホーム
ページリニューアル
2,000千円
・多言語情報即提供サービ
ス（音声案内等）
　1,300千円
・WI-FIスポット整備
　500千円

3,092 H26（補正） 27 4

6
由布コミュニティ
（地域の底力再
生）事業

由布市は、150の自治区が
あるが、それぞれの地域の
魅力や抱えている課題はさ
まざまである。
そこで、それぞれの地域で
これからの地域づくりにつ
いての話し合い、交流を深
め、地域の実態に合った取
り組みを支援する。

地区住民が参加するワーク
ショップを開催し、多世代
交流を図る。

・ワークショップ運営管理
委託
　　1,577千円
・活動補助金
　　上限300千円

1,731 H26（補正） 27 3 28 3
地域計画の策
定：2地区

H28.3

・基本目標
地域の課題を解消し、
地域の実態にあった取
り組みを支援する。

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

該当なし 0 総務部
総合政策課

28 3
外国人宿泊者
数
：50,000人

H28.3

・基本目標
交流人口の増加、国際
交流・親善等の経済効
果を図る。

方法・体制：（仮称）
由布市戦略会議でPDCA
サイクルによる検証を
実施。

時期：
平成28年3月（予定）

該当なし 05 インバウンド受入
環境整備事業


